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1．はじめに
Sheth と Parvatiyar らは、2000 年に出版された Handbook of Relationship Marketing という
著書を通じて、それまでのリレーションシップ・マーケティングの理論的系譜を俯瞰し整理
した後、統合もしくは再構築をめざそうとした（南 2005）。その著書の中で、リレーション
シップ・マーケティングを次のように定義づけている。「リレーションシップ・マーケティ
ングとは、削減したコストで相互の経済的価値を創造、あるいは増強するために、直接的な
顧客やエンド・ユーザーと共同的、協働的に行う活動やプログラムに従事する継続的プロセ
スである（Parvatiyar and Sheth 2000, p.9）。」また、Grönroos （1996） は、リレーションシッ
プ・マーケティングは敵対的状況よりも共同的状況に基づいているため、企業はお互いを
WIN-LOSE の視点で捉えるのではなく、パートナーとしてお互いが最大限の利益を享受でき
る WIN-WIN の状況を想定するとしている。リレーションシップ・マーケティングを表す上
記の表現からも、「共同（Cooperation）」、「協働（Collaboration）」などの言葉で表現される
協調的行動が、リレーションシップ・マーケティングを語る上で重要な概念であることがう
かがえる。
売り手と買い手の協調行動を表す共同や協働といった言葉は、広く一般的に用いられる用
語でもため、マーケティングの文脈で示される意味を正確に把握することは難しい。本稿に
おいては、特に産業財市場のリレーションシップ・マーケティングに視点を置き、売り手と
買い手の協調行動について理論的な枠組みとともに整理し、理解を深めることを目指してい
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る。後述するが、売り手と買い手の協調行動は、共同、協働、共同創造など直接的な表現だ
けではなく、評価モデルに組み込まれる際には、より具体的な表現（関係特殊的投資、順応、
柔軟性やインタラクションなど）であらわされる。協調行動の理論的背景を理解することは、
研究者にとって今後のモデル構築の手助けにもなるばかりではなく、実務家にとってもリレ
ーションシップ・マーケティングの文脈で自らのパートナーとの協調行動を考える上で役に
立つと考える。
2．市場関係的能力
2.1 取引形態選択の文脈的要因
協調行動について詳しく述べる前に、リレーションシップ・マーケティングが想定してい
る取引形態について最初に理解する必要がある。
Sheth and Shah （2003）によると、取引には業務的に処理を行う業務的取引と、リレーシ
ョンシップを重視する関係的取引の 2 つのタイプが存在している。1990 年台以降、実務家の
間でもリレーションシップ・マーケティングの重要性が認識され、顧客とサプライヤーが長
期的で良好な関係を結ぶことは双方にとって重要な命題となっている。つまり、関係的取引
を実践することがますます重要となっているのだが、顧客はすべての仕入れ品について、あ
るいは、すべてのサプライヤーと深いリレーションシップを結ぶわけにもいかず、状況に応
じて業務的な取引を行うべきか、リレーションシップを重視した取引を行うべきかの選択を
しなければならない。顧客が業務的取引志向と関係的取引志向のいずれの立場をとるかにつ
いては、取引を取り巻く文脈的な要因として、以下に示す産業構造、意思決定に対する文化、
意思決定の構造、リスクに対する許容度、購買性向、取引コストが影響を及ぼしていると主
張している。
1）産業構造：産業集中が進み、より顧客の購買力が増すほど、また、より寡占状態に
近い状況になるほど顧客はサプライヤーと長期的な関係を結ぼうとする。
2）意思決定に対する文化：専門化した製品仕様やサプライヤーの評判に基づいて調達
先の選定をする際、技術者の意見に頼ることが多い。戦略的な意思決定に基づいて調
達先の選定がなされる場合、厳選された少数のサプライヤーと関係的取引がなされる
ことが多い。一方、コモディティ化された製品のように、価格を判断基準として意思
決定がなされる場合、業務的取引が好まれることが多い。
3）意思決定の構造：調達先を決定する時に、顧客社内の多くの部門が関わって意思決
定が行われる場合、関係的取引が好まれる傾向にある。
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4）リスクに対する許容度：ビジネスの参入・撤退や提携先の決定など、戦略的意思決
定を行う際にはリスクが伴う。個人がそうであるように、リスクに対する許容度は企
業によっても異なる。リスクに対する許容度が低い場合、自社の競争的地位を高める
ために、少数のエリート・サプライヤーと長期的なリレーションシップ取引を行う傾
向にある。
5）購買性向：製品を購入後に、顧客への教育、製品の設置、メンテナンスやアフター
サービスなどのサポートが必要な場合、顧客は関係的取引を好む傾向にある。
6）取引コスト：取引コストやビジネスにかかるコストが大きい程、長期的な取引関係
が好まれる。また、プロセスが繰り返しで行われる場合や、経験効果曲線が低い場合
は、取引コストを下げるため外注に出されることが多く、さらに、そのプロセスが特
殊であるほど関係的取引が好まれる。（Sheth and Shah 2003, pp.628-630 を要約）
2.1 リレーションシップ・スペクトルと市場関係的能力
業務的取引と関係的取引を両端に置いたスペクトルで捉える考え方が多くの研究者により
提示されている。Day （2000）は、一方を匿名的もしくは自動的な「取引的交換」、他方を
「協働的交換」、その中間を「付加価値的交換」と表現し、価値交換のプロセス形態に応じて、
顧客との関係様式を連続的なスペクトルで表している（図表 1）。さらに、この関係スペクト
ルのどこに位置するかは、企業の自由裁量にゆだねられるが、顧客とのコミュニケーション
形態、関係の結び方、そして調整のあり方により、その裁量にも限界があると主張している。
Möller and Törrönen（2003）は、「価値創造」が時間とともに複雑化、発展していく一連
の流れをスペクトルで示し、その流れに価値認識の時間的変遷を同時に表している（図表
2）。Möller and Törrönen（2003）は、スペクトルの左端を「取引志向のリレーションシップ」
と呼び、そこでは現有の資源とプロセスを最大限効率的に活用することによって「コア・バ
リュー」と呼ばれる価値の創造が行われるとしている。取引を行う者同士は、新しい資源を
創造することも、リレーションシップに対して自らを適応させることもほとんど必要とされ
ない。サプライヤーによって提供される製品やサービスは、競合によって提供されるものに
近く、代替品として考えるのであれば価値の創造は市場で行われるとも考えられる。この領
域においては、サプライヤーの持つ「効率性」機能である、利益・数量・保護手段機能が価
値創造に大きく貢献する。
スペクトルの中央部分は、「付加価値付けリレーションシップ」であらわされる。ここで
は、新製品の開発を行ったり、プロセスの問題解決を図ったりするために、双方によって投
資や関係への協調的な適応が行われる。つまり、こうした関係特殊的な発展によって価値が
「付加される」のである。サプライヤーによって提供される価値がより斬新であるほど、「取
引志向のリレーションシップ」と比べてサプライヤーの価値創造潜在性を見積ることが難し
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くなる。付加価値付けリレーションシップにおいては、革新性が関係する「有効性」機能が
働いているとしている。
最後に、スペクトルの右端は「パートナリング・リレーションシップ」と表現された。こ
こでは、2 社間だけではなく参加者が多くネットワークとして関わり、より徹底的な革新性
によって価値が創造される。つまり、「ネットワーク」機能が働いていると言える。さらに
こうした価値は将来になって認識されるため、リレーションシップが未来志向であるとした。
図表 1　Day（2000）のリレーションシップ・スペクトル
 出典：Day （2000）25 ページ
図表 2　Möller and Törrönen（2003）のリレーションシップ・スペクトル
 出典：Möller and Törrönen（2003） 113 ページ
Day （2000）は、リレーションシップ・スペクトルには「取引的交換」側に引っ張られる
引力のような力が存在し、その力に打ち勝つために市場関係的能力（market-relating 
capability）を有することが必要であると主張している。Day （2000） によると、市場関係的
能力は、図表 3 で示されるような「方向性」「知識とスキル」「プロセスの統合と同調」の 3
つの要素からなる概念である。組織内の複数の機能とも関連し、かつ買い手と売り手との間
でも複雑に組み入れられているため、理解するのが難しい概念でもある。ここで、「方向性」
とは、取引の前後、もしくは取引の最中において関係性志向が組織全体の思考、価値観、規
範に浸透している状態を言う。「知識とスキル」とは、顧客との関係性構築に必要な知識と
取引的交換 付加価値的交換
匿名性の高い取引 /
自動購買
サプライヤーと顧客
（もしくはチャネル・
パートナー）との統
合や協働の実施
協働的交換
関係性複雑性　低い
現在志向
コア・バリュー生産
取引志向リレーションシップ
将来志向バリュー生産
パートなリング志向リレーションシップ
付加価値付け
リレーション価値生産
関係性複雑性　高い
未来志向
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スキルが、データベースなどの情報処理、マネジメント・システムなどを通じて、従業員の
経験の中に蓄積していることを言う。最後に、「プロセスの統合と同調」とは、企業同士の
境界、社内に存在する部門同士の境界を越えたプロセスが統合し、同調している状態を言う。
Day （2000）は、リレーションシップ・マーケティングが有益で持続的である理由は、厳密
に言うとその管理が難しいためであると述べている。つまり、すべての企業がリレーション
シップ・マーケティングの実践に必要な能力を習得できない、もしくは、状況によってはす
べきでないというのである。
図表 3　市場関係的能力の 3 要素
 出典：Day （2000）  27 ページ
以上をまとめると、関係的取引を発展させるためには、売り手側に革新性を含めた特殊な
能力が存在することが前提で、関係特殊的な投資や適応といった協調行動によって付加価値
が生み出される。さらに、協働的パートナリングを実現させる為には、関係性構築に必要な
知識やスキルのみならず、関係性志向が組織の思考、価値観に浸透させ、社内プロセスに統
合、同調させる能力が必要である。この能力は、市場関係能力と呼ばれる。リレーションシ
ップの複雑性が増すにつれ、リレーションシップは未来志向となり、売り手と買い手の 2 社
間を超えたネットワークによって価値が創造されるのである。このことは、売り手と買い手
の協調行動は、戦略的な裏づけに基づく取引形態によって適切に選択され、市場関係的能力
の習得を含めた管理が行わなければならないことを意味している。そして、こうした能力習
得と管理は容易なことではなく、すべての企業が実現できるわけではない。裏を返すと、難
しいからこそ競争優位の源泉となりえるのである。
方向性
協働的パートナリング能力
取引能力
プロセスの結合と同調 知識とスキル
付加価値的
リレーションシップ能力
産業財市場における売り手と買い手の協調行動
— 96 —
3．リレーションシップ・マーケティングと協調行動
本章においては、リレーションシップ・マーケティング研究の発展とともに協調行動がど
のように捉えられてきたかについて整理する。
Eiriz and Wilson （2006）は、リレーションシップ・マーケティングの出現とその後の発展
に影響を及ぼしたマーケティング分野における研究アプローチについて、市場のタイプ（組
織的市場と消費者市場）と取り扱う財のタイプ（商品とサービス）から 4 つに分類し、それ
ぞれが収斂するかたちでリレーションシップ・マーケティングという学問が形成されていっ
たと主張している。産業財市場では、つまり Eiriz and Wilson （2006）の行った分類の組織的
市場タイプ、商品タイプの研究アプローチについては、それぞれ「サプライ・チェーン / チ
ャネル・マネジメント」、「相互作用 / ネットワーク・アプローチ」の 2 つのアプローチが存
在した。それぞれのアプローチについて以下の考察が述べられている。
1970 年代の流通チャネルに関する研究は、その後のリレーションシップ・マーケティング
の出現に大きな影響を与えた。コンフリクト、パワー、組織間関係といったマーケティン
グ・チャネルの研究トピックを、社会政治学的、行動学的な視点から捉える考え方は、取引
コスト理論や資源依存理論と親和性を持っていたためである。研究領域が産業財購買とサプ
ライ・チェーン・マネジメント分野に進展すると、1970 年代から 80 年代後半にかけてマー
ケティング・チャネル・リレーションシップ研究へと展開された。さらに、こうした研究は、
品質マネジメント、パートナーシップ調達、統合サプライ・チェーン・マネジメントといっ
たリレーションシップの重要なトピックに発展していった。また、このチャネル・マネジメ
ントと産業財購買に関する研究は、欧州の同研究分野に影響を与え、特に相互作用 / ネット
ワーク分野で共通に関連する研究学派が出現する結果となった。相互作用 / ネットワーク理
論と他のリレーションシップ・マーケティング研究で異なるのは、マクロな視点でリレーシ
ョンシップ現象を捉えた際のガバナンス形態である。つまり、従来のマーケティングや経営
の枠組みでは扱わなかった、ネットワークというより広い範囲でガバナンスを捉えようとし
ているのである（Eiriz and Wilson 2006）。
次に、リレーションシップ・マーケティングの出現から発展していった過程について説明
する。リレーションシップ・マーケティングの出現に直接的に影響を及ぼした初期の研究は、
Berry （1983）、Levitt （1983）、Jackson （1985）らによるものが挙げられる。1980 年代から 90
年代後半にかけては概念的研究が多くなされ、90 年代後半以降になるとリレーションシップ
がもたらす価値やリレーションシップの品質を測定する実証的研究が盛んに行われている。
その後のリレーションシップ・マーケティング研究に大きな影響を及ぼした研究の代表的な
例として、Morgan and Hunt （1994）によるコミットメント－信頼理論（Commitment-Trust 
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Theory）の研究が挙げられる。Morgan and Hunt （1994）は、リレーションシップ・マーケ
ティングの必要性は、市場がグローバル規模で激変していること、競争に勝つために求めら
れることが変化していることに端を発しているおり、コミットメントと信頼によって特徴付
けられる組織的ネットワークは、協同、パートナーの妥協、ネットワークからの離脱傾向の
抑制、生産性向上をもたらす有効な競争、意思決定における不確実性の減少をもたらすとし
ている。同論文の中で、Morgan and Hunt （1994）は、協調行動に関して次の考察を述べて
いる。共同（Cooperation）の意を含む協調（Coordination）は、流通チャネルにおいては必
須の概念として古くから知られていた。ところが、リレーションシップ・マーケティングの
分野においては（コミットメント－信頼理論より以前は）、パワーとコンフリクトが中心的
概念であった。また、我が国においてはこの時期、マーケティングの新しい方向性としての
「関係性マーケティングへの移行」が、和田（1998）によって指摘されている。そこでは、
対話・信頼・融合の 3 つの重要な概念が提示されている。
2000 年代に入ると、マーケティングは「有形の生産品」と「分離した個々の取引」がその
中心的な考え方であるグッズ・ドミナント（商品支配的）視点から、「手に触れることの出
来ないもの」や「取引プロセス」、「リレーションシップ」がその中心的な考え方であるサー
ビス・ドミナント（サービス支配的）視点に移行してきている（Vargo and Lusch 2004）、と
いうパラダイム転換がおきていることが叫ばれた。余田（2011）の指摘するとおり、長期継
続的取引を重視するサービス・マーケティングや B-to-B マーケティングの領域においては、
顧客との関係性に注目する関係性パラダイムにおいて研究が先行していたともいえる。しか
しながら、Hansen（2009）がサービス・ドミナント視点の前提に対して示した考察から、
リレーションシップにおける協調行動の捉え方を整理することができる。このため、改めて
サービス・ドミナント視点の考え（サービス・ドミナント・ロジック）に注目したい。
Vargo and Lusch （2004）は、サービス・ドミナント視点とは、顧客と協働し、顧客から学
ぶことによって、顧客の持つダイナミックなニーズに適応していく、いわば顧客中心の考え
方であるとし、8 つの基本前提を示している。その中で協調行動に関連する前提条件の要約
を以下のとおり列挙する。
前提 6．顧客は常に共同生産者である
サービス・ドミナント視点においては、顧客はターゲットではなく、共同生産者で
ある。たとえ有形の商品であっても、商品の生産は、生産プロセスで終わるわけでは
ない。商品は顧客にサービスを提供するための道具である。そうしたサービスを享受
するためには、顧客は商品の使用、メンテナンス、修理の仕方について学ばなければ
ならないし、自分のニーズ、利用状況や行動にあわせて適応させることも学ばなけれ
ばならない。つまり、商品を利用する際、顧客は継続的にマーケティング、消費、価
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値創造、価値伝達のプロセスを経験していると言える。
前提 7．企業ができるのは、価値を提案することだけである。
顧客は、潜在的な価値を特定のニーズに合わせて転換させるのは、共同生産を通じ
てのみ行われることを理解しなければならない。つまり、企業ができるのは、競合よ
りも競争力のある価値を追及し、それを顧客に対して提案することだけである。
前提 8．サービス中心の視点は、顧客志向であり関係的（リレーショナル）である
相互作用、統合、カスタマイゼーション、そして共同生産はサービス中心の視点の
特徴であり、その意味で顧客と顧客との関係に焦点が当てられている。（Vargo and 
Lusch, 2004, pp.10-12 を要約）
Hansen（2009）は、Vargo and Lusch （2004）が示したサービス・ドミナント・ロジックの
なかで共同生産（Co-production）、協働（Collaborat ion）、共同創造 Co-Creation）の用語が置
き換え可能なかたちで用いられていることを指摘している。そして、それぞれの用語で示さ
れるリレーションシップ形態の形成について、サプライヤー企業およびサプライヤー担当者
への信頼によるマトリックスを用いて区別することを提案している（図表 4）。Hansen（2009）
は、マトリックス作成にあたって、Palmatier et al. （2006）の行った先行的研究を参考にして
いる。Palmatier et al. （2006）によると、製品やサービスの所有権の移転は組織間で行われる
ものの、交渉事は個人間によってなされる。そのため、顧客が抱く信頼は、サプライヤー企
業およびサプライヤー担当者それぞれに対して保持されるという。マトリックスの中身につ
いて具体的に見てみると、サプライヤー企業およびサプライヤー担当者に対する信頼がとも
に低い状況（マトリックスの左下）では、売り手と買い手のリレーションシップは、業務的
な交換的取引となる傾向にある。そして、サプライヤー企業に対する信頼が低く、サプライ
ヤー担当者に対する信頼が高い状況（マトリックスの左上）では、売り手と買い手の間で共
同生産（Co-production）が発生する傾向にある。一方、サプライヤー企業に対する信頼が高
く、サプライヤー担当者に対する信頼が低い状況（マトリックスの右下）では、売り手と買
い手の間で協働（Collaboration）が発生する傾向にある。この場合、共同生産は発生しない。
最後に、サプライヤー企業およびサプライヤー担当者に対する信頼がともに高い状況（マト
リックスの右上）では、売り手と買い手の間で共同生産と協働が発生しやすい状況となる。
両方が発生する潜在的状況を共同創造（Co-Creation）として定義づけている。Hansen（2009）
は、戦略的にどのリレーションシップ形態を選択するかは企業の裁量にまかされるとしつつ
も、共同創造に属するサプライヤーこそ、パートナーとしての高い潜在性を持ち合わせてい
ると主張している。
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図表 4　信頼を用いたリレーションシップ・マトリック
 出典：Hansen（2009）232 ページ（一部変更）
4．実証的研究に用いられる協調行動概念
これまで、企業が関係的取引志向を選択する場合、協調な行動がとられることを示し、売
り手と買い手の関係性を維持、発展させるためには特殊な能力、つまり市場関係的能力が必
要であることを示した（2 章）。そして、リレーションシップ・マーケティング研究の文脈に
おける協調行動の意味について、信頼をベースとしたマトリックスで表されることを示した
（3 章）。本章では、協調行動の概念が実証的研究の評価モデルの中にどのように組み込まれ
ているのか、具体的に述べていきたい。
前章において、Morgan and Hunt （1994）によるコミットメント－信頼理論の研究が初期
の代表的なものとして紹介した。この理論をもとに、リレーションシップ品質のさまざまな
評価モデル研究が進んでいる。代表的なものとして、de Ruyter et al. （2001）、Frima n et al. 
（2002）、Hewett （2002）、Huntley （2006）らの研究が挙げられる。しかしながら、後発の研
究モデルを詳しく見ると、コミットメント－信頼を中核に置きつつも、研究者によってモデ
ルの変更が加えられ、「共同」という構成概念は、多くの場合においてモデルから喪失もし
くは形を変えて組み替えられていることが見て取れる。コミットメント－信頼理論のなかで
も中核的な概念の一つであった「共同」が、モデルの変容の中で形を変えていった背景は何
なのか。それは、リレーションシップ・マーケティングが実務で想定される様々な状況を取
り入れて、進化していったためと推測できる。
リレーションシップ・マーケティングが多様な理論を起源として、複雑に発展した経緯を
持つ。協調行動の概念がどのように扱われているかを整理する際に、起源となった理論をベ
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ースに見ていくことが有効である。
（1）取引コスト理論
リレーションシップやネットワークの経済合理性を説明する考えとして、1975 年に
Williamson が発表した理論である。交渉やモニタリング、契約の行使、力関係のアンバラン
スのリスクといった取引コストを最小化するため、企業は取引を市場で行うか、垂直統合に
よって社内に取り込むか、という選択をしなければならない。Williamson は当時、理論的に
は市場取引を選ぶのが自然であると考えていた。また、効率的な取引は、関係特殊的な資産、
内部 / 外部不確実性、取引の頻度に大きく左右され、これら要因を管理できるガバナンス構
造を構築することで、取引効率を最大化できると考えた。この取引効率化の問題は、議論す
べき点は多いものの、その後のリレーションシップ・マーケティングに大きな影響を与えて
いる（Eiriz and Wilson 2006）。　
この理論は、特にリレーションシップ価値測定の研究で参考とされることが多い。顧客が
受け取る価値を「恩恵」と「コスト」（あるいは「犠牲」）のトレードオフにより概念化する
モデルが多く開発されている。
この場合、売り手視点から見た協調行動としては、サービス・サポートや技術的ノウハウ、
市場投入までの時間短縮への協力などによって、顧客が負担する調達コストやオペレーショ
ン・コストを低減させるなどの行動、納入パフォーマンス改善によって製品コストを低減さ
せる行動などが挙げられる（Cater and Cater 2009; Eggert et al. 2006; Cannon and Homburg 
2001; Ulaga and Eggert 2005; Ulaga and Eggert 2006）。買い手視点から見た協調行動としては、
（売り手から見た場合、リレーションシップから受動的に得られるベネフィットとしての意
味合いを含むが）企業存続のための受注数量を提供する、不況などの困難な状況に陥ったと
きに保険的に受注を確保する、革新的技術習得の機会を提供する、別の市場に参入する際に
優位的にはたらく市場実績を提供する、外部ネットワークから得た有用な情報を提供するこ
となどが挙げられる（Walter et al. 2001; Möller and Törrönen 2003）。そして、これら協調行
動によってもたらされるパフォーマンスの改善が、リレーションシップ価値の増大や取引拡
大に結びつくことが示されている。
（2）相互作用 / ネットワーク理論
相互作用 / ネットワーク理論とは、取引関係者同士が、網羅的な契約を結ぶのではなく、
コンフリクト、共存、衝突や競争といった契約に頼らない共同的相互作用プロセスを利用す
ることでつながっているという考えである（Claycomb and Frankwick 2010）。
売り手と買い手がリレーションシップに対して「共同（Cooperati on）」戦略アプローチを
取っている場合、企業間の相互依存は増加する。つまり、売り手と買い手が、リレーション
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シップに対して単なる製品の交換取引ではなく、それを超えた価値を見出し、長期的な関係
を構築し、情報を公開し合い、信頼し合うことを欲求する状況を想定している。共同計画や
共同参画、共同、効率的コミュニケーション、生産的なコンフリクト解決が高いレベルで実
践されていることが、成功しているリレーションシップで多く観測されるのはこのためであ
る（Claycomb and Frankwick 2010）。
協調行動としては、共同で行う問題解決（Mohr and Spekman 1994；Claycomb and 
Frankwick 2010）や、協働的コミュニケーション（Joshi 2009；Claycomb and Frankwick 
2010; Agnihotri et al 2009）などがあげられる。そして、こうした協調行動によって満足度の
向上、パートナーの機会主義的行動の抑制やパフォーマンスの向上などに結びつくことが示
されている。
（3）資源依存理論
資源依存理論は、フェフッァー＝サランシックらによって 1975 年に提唱された。企業は
本来的に他社へ資源を依存せずに存在しえないことと、不確実性を削減するため企業間で資
源の相互依存関係が形成されることを説明する理論である（高嶋・南 2006）。
交換関係において 2 者のもつ相対的権力は、他者との相対的な比較において、所有しコン
トロールできる資源によって決まるというパワー・モデルが元になって発展した経緯がある。
この理論には大きく二つの前提が存在する。一つ目は、組織間関係は目標を達成するために
必要な資源を得る為の手段であるということ。二つ目は、企業は資源のコントロールをめぐ
って利害の対立を起こすが、このことは権力の持つ「互いに影響を及ぼす変数」としての重
要性を強調しているということである。リレーションシップおよびネットワーク研究への貢
献としては、企業の行動やリレーションシップを結ぶきっかけに影響を及ぼす変数として、
資源が持つ役割が注目された点である（Eiriz and Wilson 2006）。
この理論をベースとした研究における協調行動としては、関係特殊的な投資や順応、柔軟
性 な ど が あ げ ら れ る（Jap 1999; Jap and Anderson 2003; Claycomb and Frankwick 2010; 
Cannon and Homburg 2001）。協調行動の実践によって機会主義的な行動が抑えられたり、
リレーションシップ拡大などがもたらされることが示されている。
5．まとめと課題
5.1 まとめ
共同、協働、共同創造などの協調行動を示す用語は、リレーションシップ・マーケティン
グ発生から現在にいたるまで、重要な概念であり続けている。歴史的に見ると、流通チャネ
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ル分野では必須の概念として古くから知られていたこれらの用語も、リレーションシップ・
マーケティング研究で実証モデルに組み込まれるのは Morgan and Hunt （1994）が提唱した
コミットメント－信頼理論が最初であった。それより以前は、パワーとコンフリクトが中心
的概念であった。その後、リレーションシップ評価モデルの応用研究は進んだが、研究の興
味分野に応じてアレンジが加えられたため、「共同」という構成概念はモデルの中から喪失、
もしくは形を変えて組み替えられることとなった。このことは、協調行動の重要性が喪失し
たことを意味しない。むしろ、リレーションシップ・マーケティングがさまざまな理論モデ
ルを吸収して複雑に発展する過程において、より現実に近い表現に置き換わって進化したと
いえる。
長期的かつ継続的取引を前提とする産業財市場においては、売り手と買い手の協調活動が
リレーションシップを維持・拡大する上で重要な概念であり続けている。期待される協調行
動は、時代の変化と共に変化していくことが予想され、柔軟な発想で評価モデルに組み込ん
で行くことが、研究の成果から実務的インプリケーションを得る上で重要となるであろう。
5.2 課題
産業財市場における個別の企業間リレーションシップを扱う上では、本稿で示した協調行
動の理論的背景を理解することは有効にはたらく。しかしながら、激化する競争環境に対応
するため、企業間関係のあり方が複雑に発展・進化している点を踏まえると、長期的かつ継
続的取引を前提とした画一的な市場を想定することは、必ずしも現象理解につながるとはい
えない。産業財市場における企業間関係を、様々なつながりの様式や強弱を想定し、より広
い枠組みのなかで把握することが必要である。その一例として、Hughes and Perrons （2011）
による試みが挙げられる。Hughes and Perrons （2011）は、ネットワーク内に埋め込まれて
いる資源、ネットワークを通じて利用可能な資源、そしてネットワークに起因する資源の総
和としてあらわされる「社会的関係資本（Social Capital）」という概念を用いて、産業財市場
の売り手と買い手のリレーションシップを理解しようと試みている。ケース・スタディ手法
を用いて、同一製品の供給ネットワーク内であっても、求めるリターンとスピードに応じて、
企業間のつながりの強弱、つまり投資額と関係性の期間が決定され、さらに、様々なつなが
りの強弱を持つ企業間の相互作用に応じて社会関係資本の発達のあり方が異なることを示し
た。このことは、社会関係資本が非線形的、不均一的に構築され得るという可能性をあらわ
しており、ケーススタディから得られた命題を実証的に検証していくことの必要性を説いて
いる。Hughes and Perrons （2011）はさらに、企業買収によってこれまで供給サプライヤー
であった企業が、自社のパートナーとなる状況を想定した議論も展開している。
上述の例が示唆するように、産業財市場における売り手と買い手の協調行動を把握する上
では、企業の取り巻く環境を踏まえて、リレーションシップ現象の理解に努めることが、こ
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の分野における研究発展に貢献することとなるであろう。
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